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１．序論  
第1章では，序論として超高齢社会である日本における下肢機能障害，疾患発症後の機能回復と
諸問題，下肢機能障害に関する関連研究，上肢への依存低減による自立歩行機能改善支援の研究
課題，研究目的と目的達成への研究開発項目について述べる． 
歩行は，日常生活において必要不可欠な基礎的動作である．下肢機能障害に陥ると，上肢に依
存しない自立した歩行に求められる運動機能（自立歩行機能）が低下し，Activities of daily 
living（ADL）が制限され，Quality Of Life（QOL）が低下する．脳血管内の詰りや破損が起因とな
る脳梗塞，脳出血に代表される脳血管障害，交通事故や転倒等により脳や脊髄を損傷することが
起因となる外傷性脳損傷や脊髄損傷，骨，関節等の運動器や脊椎，脊髄に病変を有する疾患であ
る骨関節疾患，脊椎脊髄疾患など多岐にわたり，これら全ての疾患を未然に予防することは困難
である．厚生労働省によると，日本における下肢機能障害者数は，平成20年度で130.7万人，平成
25年度で148.5万人と報告されており，僅か5年間で約18万人増加している．四肢・運動機能に障害
を有する方は283万人以上であり，年齢別にみた分布状況に関しては高齢であるほど分布が大き
く，65歳以上の方が全体に占める割合は60%を超える．上記疾患は，日本のみならず世界的にも全
人類が一定の発症リスクを有しており，下肢機能障害に陥ると自立歩行機能が低下し，ADLの制
限及びQOLの低下を誘発する．さらに，日本が世界有数の超高齢社会であることから，下肢機能
障害は今後より深刻な社会課題へ発展すると危惧され，世界に先駆けた対策の実現が急務であ
る． 
疾患発症により重篤な下肢機能障害に陥ると, 自立歩行機能が損なわれ, 介助支援生活や車椅子
生活を強いられる．車椅子生活においては長時間の座位姿勢が余儀なくされ，下肢運動が大幅に
欠落するため，循環器・呼吸器系の機能低下，下肢筋力の低下，骨粗鬆症の誘発，痙性・拘縮の
悪化等種々の運動・生理機能に悪影響を及ぼす．さらに，車椅子による移動は，階段・段差等の
環境的要因によって活動範囲が制限される．車椅子生活・介助支援生活に伴うこれら諸問題を解
決するため，低下してしまう自立歩行機能を改善することが要となるが，従来の評価手法は，歩
行可能な方を前提としたものであるため，自立歩行ができず歩行に介助が必要となる方に適用す
ることはできなかった． 
また，疾患発症後の機能回復により，車椅子生活を免れた場合であっても，その多くは杖・歩
行器等の補助具を用いることによる上肢に依存した歩行を余儀なくされる．上肢に頼ることで移
動能力の補完は可能であるが，常に補助具の携帯が要求され補助具を保持しなければならないた
め，手で物を運んだり作業したりといった上肢の活用が妨げられるだけでなく，自立歩行と比較
して動作に制限がかかるため，日常生活に支障をきたすと想定される．下肢機能障害者は上肢麻
痺も同様に有することも多いため，補助具使用により引き起こされる上肢への負担も軽視するこ
とはできない．さらに，補助具に頼る歩行の長期的継続は，上肢に依存する歩行の習慣化を進行
させる恐れがあり，安全で自立した歩行の再獲得が困難となることが懸念される．補助具使用に
伴うこれら諸問題の解決法として自立歩行機能改善が要となるが，従来の評価は10m歩行時間によ
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り求められる歩行速度の改善が主眼であり，上肢に頼らないと歩けない方に安全で自立した歩行
を再獲得させることは困難であった．以上のことから，介助がないと歩行が困難な方に対する評
価を可能とし，さらに，社会復帰を果たす上で先決となる安全で自立した歩行の再獲得へと下肢
機能障害者の機能回復を導くことを実現する，自立歩行機能改善支援技術が望まれる． 
下肢機能障害者に対するトレーニングは，病期によって一般的に急性期，回復期，維持期に分
けられる．急性期は，病気や怪我に対する治療を優先的に実施する期間であり，安静臥床による
心身機能の低下を予防しつつ，理学療法士等の介添えにより麻痺下肢・上肢を動かし，関節の拘
縮，筋肉・骨の弱体化等の廃用症候群を防止する．症状が安定し障害部位に対する外科的な治療
等の必要性がなくなり始める回復期では，身体状態に応じて徐々に負荷をかけながら，臥床姿勢
からの起き上がり・座位姿勢保持・立ち座り・歩行等のトレーニングを実施し，患者の機能回復
や日常生活動作の拡大を狙う，とされている．急性期及び回復期では上述のトレーニングにより
機能回復が見込まれるが，次第に回復具合は低下し，ほどなくして機能回復は停滞する．これが
維持期であり，疾患により異なるが，最大で疾患発症の約6ヶ月後から病期は維持期に遷移する．
維持期では社会復帰を目標とし，回復期までに獲得した機能を保つことで障害者の自立生活支
援，介助負担軽減に繋げることを目指す，とされてきた．病期の定義から，疾患発症後6ヶ月経過
した方は全員が維持期に達することから，急性期・回復期と比較して維持期の障害者数が最も多
い．さらに，機能回復が停滞することから，下肢機能障害により引き起こされる社会課題解決の
ためには，維持期を対象とする自立歩行機能改善支援技術の開発が重要である．また，維持期を
対象とする当該技術は，自立歩行機能を高める基盤的な技術となることが想定されており，患者
の病期に応じて安全性を高めた上で急性期・回復期の下肢機能障害者に対しても展開可能となる
と考えられる． 
下肢機能障害者の歩行機能評価のため，様々な評価方法・項目が提案され，臨床現場で活用さ
れている．評価方法としては10m歩行テスト（10mwt）を筆頭に，2分間歩行テスト，6分間歩行テ
スト等がある．従来の評価指標としては歩行速度を筆頭に，ケーデンス，ストライド長，Berg 
Balance Scale，Barthel Index，Functional Independence Measure等，その種類は多岐にわたり，評価
項目に応じて臨機応変に適用される． 
下肢機能障害者の動作支援及び機能改善を目的に様々な機器が研究開発されている．これらの
機器では，歩行速度やケーデンスなど下肢動作に関連する従来の指標に基づく評価が行なわれて
いる．しかし，歩行は上肢を含む全身の協調動作で行われるものであり，介助者や補助具に頼ら
ない独立歩行が困難な場合，下肢機能障害者が安全で自立した歩行を獲得できているか評価する
ためには，上肢の介入を考慮しなければならない．したがって，上肢による体重支持・バランス
維持に対する定量的評価が必要不可欠であり，これを実現可能とする新たな支援機器による自立
歩行機能改善支援技術の開発を本研究の最重要課題と位置づける． 
自立歩行機能の低下により，歩行時の体重支持やバランス維持が困難となり，下肢機能障害者
は補助具の手すり等を掴み上肢に依存することで下肢機能を補完する．障害が重症な場合，下肢
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機能障害者は日常生活における移動手段に車椅子や歩行器を用いる．歩行器は地面に対する支持
多角形面が広いため，下肢機能障害者は上肢を使い歩行器の手すりに頼ることで，歩行時の体重
支持やバランス維持を比較的容易に行うことができる．一方，ロフストランドクラッチや杖は歩
行器に比べ支持多角形面は狭いが，障害が軽症であれば，これらの補助具を用いた歩行が可能で
ある．このように，自立歩行機能と上肢の補助具への非依存度は正の相関関係を示すと考えられ
る．そこで，自立歩行機能に対する定量的評価を実現するために，下肢機能障害者の上肢への依
存に着目し，補助具の手すりにかかる力 Handrail Reaction Force（HRF）を評価指標として導入す
ることを新たに提案する．さらに，HRFの低減を支援するシステムを開発することにより下肢機
能障害者を上肢に頼らない歩行へ導くことができ，安全で自立した歩行の再獲得を目的とする自
立歩行機能改善支援技術を実現できると考えられる． 
そこで本研究では，下肢機能障害者を安全で自立した歩行の再獲得（歩行機能改善）へと導く
ことを目指し，上肢への依存低減による自立歩行機能改善支援技術の実現を目的とする．目的達
成のため，上肢への依存を表すHRFに対する定量的評価及び低減支援を可能とするシステムを開
発する．次に，下肢機能障害者のHRFと歩行動作との関係を定性的・定量的な観点から明らかに
し，本システムの支援効果を自立歩行機能評価と関連づけて可視化する新たな評価手法，及び改
善支援手法を開発する．さらに，これらの開発をもとに下肢機能障害者に対する実証試験を通し
て本システムの有効性を検証することにより，上肢への依存低減による自立歩行機能改善支援技
術を実現する． 
２．HRF低減支援システム 
第2では，上肢への依存低減による自立歩行機能改善支援のためのHRF低減支援システムの開発
について述べる． 
HRF評価のためのシステムの基盤として，種類が多岐にわたり操作能力が要求されることから杖
は適切でない．また，上肢への依存を考慮した自立歩行機能の改善を目指すため，平地歩行にお
ける歩行機能評価が望ましく，トレッドミルは適切でない．そこで，平地歩行が可能な歩行器を
システムの基盤とする．歩行器に対し，上肢への依存具合を評価するためのHRF計測機能，自立
歩行が困難な方に適用するための免荷機能，HRF低減支援のための視覚情報を用いたフィードバ
ック Visual Feedback（VF）機能をそれぞれ有するユニットを開発し，これらを統合することによ
りHRF低減支援システムの開発を行う． 
歩行動作時，下肢機能障害者は低下した自立歩行機能を上肢により補完し身体を支えるため，
補助具の手すりに下向きの荷重をかける．その際，前後左右方向にも荷重がかかると考えられる
が，いずれも副次的に生じるものであるため，上肢への依存評価のためのHRF計測の対象を手す
りの上下方向にかかる力とする．また，下肢機能障害者は上肢麻痺も同様に有する場合が多い．
上肢麻痺が重症である場合，手すり把持が困難であり，体重を支え歩行時のバランスを保つため
に上肢の一部を手すりに預ける把持形態をとる必要がある．これらを考慮し，HRFの計測対象が
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上下方向であること，手すり把持位置・方法に影響されないこと，さらに，許容最大荷重が
300[N]であり質量1[kg]相当の計測精度を有することを，HRF計測を目的とするHRFユニットに対
する要求仕様とする．本仕様を満たすため，HRFユニットは歩行器の手すりに取り付けた1対の計
測部・支持部で把持部両端を支える両端支持構造となっている．これにより，対象者の把持位
置・方法による影響を受けることなくHRFが計測可能となる．また，把持部の前後左右方向にか
かる力が支持部に伝達され，上下方向の力が計測部に伝達されるハードウェア構造を有すること
により，HRFの計測対象を上下方向とすることができる．計測部の材料は，ヤング率が小さく，
耐力が大きい性質が要求されることからA7075-T6とし，2ゲージ法に基づき計測部に生じる歪みか
らHRFを推定する．錘とバネばかりを用いた基礎実験により，HRFユニットの計測精度は平均約
±2[N]の誤差範囲であることを確認した．したがって，先述の要求仕様を満たすHRFユニットを開
発することができた． 
対象者の下肢機能障害が重症であるため，手すり把持のみでの歩行が困難な場合がある．ま
た，手すり把持のみでの歩行が可能な場合でも，歩行が安定せずHRF低減に取り組むことが難し
い場合がある. このような状況であっても，体重の一部が免荷可能となれば，対象者の下肢機能障
害の重篤さに関係なくHRF評価が可能となり，HRF低減に取り組むことを可能とする環境を構築
できると考えられる．理学療法の現場では，対象者を免荷するために，身体に取り付けたベルト
の片端を免荷装置に固定し身体を吊る手法が一般的である．しかし，対象者が意識的に免荷ベル
トに身体をあずけることで，最大で全体重分が免荷された状態にまで免荷量を増加させることが
できてしまう．免荷量が異なる状況ではHRFを比較，評価することが困難であるため，従来の免
荷手法をHRF低減支援システムに組み込むことは適切でないと考えられる．そこで，HRF評価のた
めの定トルク免荷を新たに提案し，定トルク免荷が可能であること，さらに，免荷量上限が
300[N]であり許容最大荷重が800[N]であることを，介助なしでの自立歩行が困難な下肢機能障害者
に対しHRF評価を適用することを目的とするLIFTユニットに対する要求仕様とする．定トルク免
荷実現のため，DCモータを駆動源とするパワーユニットを開発した．モータのトルクは軸継ぎ手
を介してプーリに伝達され，プーリが免荷ベルトを巻き上げることにより対象者に定トルク免荷を
適用する．LIFTユニットは主にステンレスパイプで構成されており，モータ，モータドライバ回
路，ケーブル類等はパイプに内蔵される．牽引トルク調整用コントローラにより，対象者に応じ
て免荷量を適宜調整することが可能である．対象者の転倒を防止するため，免荷ベルトが伸びき
った状態で対象者の膝が床に接触しないようベルト長さを調整可能とした．以上のことから，先
述の要求仕様を満たすLIFTユニットを開発することができた． 
次に，VFユニットの開発について記述する．障害者がHRFを認識する方法として，内在フィー
ドバックと外在フィードバックが存在する．内在フィードバックは身体の感覚系によるものであ
り，特殊な装置等がなくとも直接的に知覚することができる．しかし，HRFは上肢に頼って手す
りにかけている力であり，定量的な認識が困難である．運動学習では対象動作に関する情報を定
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量的に認識することが重要であり，人体の感覚系に頼る内在フィードバックのみではHRF低減に
対する運動学習の獲得は困難である．したがって，歩行トレーニングにおいてHRF低減に取り組む
には，外在フィードバックによりHRFを定量的に認識することが必要不可欠である．また，HRF低
減支援を目的として対象者にフィードバックする情報を開発するため，歩行動作に対する解析から
HRFの特徴を抽出する必要がある．これらを考慮し，運動学習に求められる情報をリアルタイム
に視覚的に提示できること，HRFと同時に Center of Ground Reaction Force（CoGRF）を計測可能で
あることを，HRF低減支援を目的とするVFユニットに対する要求仕様とする．VFユニットでは，
各データに基づき描画処理を行う必要があるため，タブレットPCを用いる．HRFデータは100[Hz]
のサンプリング周波数で検出され，CoGRFデータは靴に内蔵された床反力センサにより100[Hz]の
サンプリング周波数で検出され，それぞれ計測用マイクロコントローラを通してVFユニットへ送
信される．VFユニットでは描画処理が行われ，運動学習に求められるHRFに関する情報を視覚的
に対象者に提示することができる．以上のことから，先述の要求仕様を満たすVFユニットを開発
することができた． 
上記で開発したHRFユニット，LIFTユニット，VFユニットを歩行器に搭載することにより，上
肢への依存低減による自立歩行機能改善のためのHRF低減支援システムを開発することができ
た．当該システムにより，対象者は必要に応じて定トルク免荷を受けている状態で，HRF低減のた
めの運動学習に必要な情報をリアルタイムに認識しながら歩行トレーニングに取り組むことがで
きる． 
３．HRF評価・HRF低減支援手法 
第3章では，開発したシステムのVFによる支援が下肢機能障害者のHRF低減に与える効果を評価
するための Handrail Reaction Force Map（HRFMAP）の開発，日常の移動手段と関連づけた評価を
HRFMAP上で行うことによる自立歩行機能に対する定量的な評価手法及び指標 Independent 
Walking Scale（IWS）の開発，HRF低減支援のために対象者に提示するVFの開発について述べ
る． 
歩行の周期は，大きく分けて足底部が地面から離れている遊脚期と，足底部が地面と接してい
る支持脚期の2種類に分類される．下肢機能障害者は自立歩行機能を補完するため上肢に依存する
ことから，HRFは歩行動作に起因するものであり，歩行の周期に関連して変動すると考えられ
る．したがって，HRF低減支援システムによるVFが下肢機能障害者のHRF低減に与える効果を評
価するためには，HRFと歩行動作の関連を明らかにする必要がある．そこで，CoGRFの左右切り
替え周期とHRF変動の関連を確認することを目的とするHRF計測試験を実施する．試験では10mwt
により対象者のHRFを計測し，協力者はVFなしでHRF低減に努める．維持期の下肢機能障害者を
対象とし，片麻痺の方2名，四肢麻痺の方2名を協力者とする．計測試験の結果，協力者の歩行動
作に関して，CoGRFの左右切り替えに合わせてHRFが周期的に増減を繰り返す傾向にあった．各
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協力者が10mwtに要した時間及び歩数から求めたCoGRFの左右切り替え周期と，フーリエ解析に
基づき算出したHRF変動の支配的な周波数との比較の結果，全協力者について両結果が同程度で
あった．以上の結果から，下肢機能障害者のHRFは歩行動作と関連しており，CoGRFの左右切り
替えに合わせて周期的に増減を繰り返していたことが確認できた．本結果はHRFに対する評価手
法を開発する上で重要な知見である．HRFの特徴を抽出するため，この知見を活用して，周期的
な増減においてHRFが比較的大きくなるrH（relatively High）状態，及び比較的小さくなる
rL（relatively Low）状態を新たに定義する． 
自立歩行機能の改善とHRF低減との関係に関して，先述のrH・rL状態の観点から述べる．補助
具を用いた歩行の実現には，rH状態におけるHRFが上肢筋力による最大支持力より低いことが要
求される．杖に代表される地面に対する支持多角形面が狭い補助具を用いた歩行の実現には，さ
らに，rL状態におけるHRFが0[N]程度にまで減少することが要求される．最終的に上肢に依存しな
い歩行を実現するには，rH・rL両状態におけるHRFが0[N]程度にまで減少することが求められ
る．このように，自立歩行機能改善の過程を評価する上でHRFのrH・rL状態という概念は必要不
可欠なものであり，各状態におけるHRFに対する評価指標が求められる．CoGRFの左右切り替え
に基づきHRFのrH・rL状態を判別する方法が考えられるが，これはCoGRFの左右切り替えとHRF
増減の間に位相差が生じる場合が想定されるため，算出方法として不適切である．極大点，極小
点に基づく判別手法も考えられるが，これは多峰性を示すHRFデータには適用することができな
い．したがって，本研究では，閾値に基づきHRFのrH・rL状態を判別する手法を用いる．障害の
重篤さによりHRFの大小は異なるため，当該閾値は各協力者毎に設定し，歩行時のHRFの平均値
とする．判別されたrH・rL状態のHRFに対し，各状態におけるHRFの時間平均をFrH[N]，FrL[N]と
し，これを下肢機能障害者のHRFを特徴付ける評価指標とする． 
以上の知見に基づき，上肢への依存低減による自立歩行機能改善に対する評価手法として
HRFMAPを新たに提案する．HRFMAPは横軸にFrL，縦軸にFrHをとるグラフであり，原点が右上
に位置する．対象者のHRFデータはHRFMAP上では点で表され，点の位置によりHRFのrH・rL状
態の傾向を掴むことができる．さらに，HRFの変化はHRFMAP上ではベクトルで表され，ベクト
ルの向きによりHRF低減の傾向を質的観点から把握することができる．HRFMAPにより，自立歩
行機能改善の過程をベクトルにより可視化することができ，対象者毎の差異も容易に評価するこ
とが可能となる． 
下肢機能障害者がHRF低減に取り組むにあたり，HRF低減の傾向，HRF値と自立歩行機能の関
連が明らかとなれば，対象者のモチベーション向上に寄与するだけでなく，理学療法の現場にお
ける診断材料としても活用することができる．そこで，自立歩行機能に対する定量的な評価を実
現するために，下肢機能障害者を日常的に車椅子を使用する群と補助具を使用する群に分割し，
両群の分布の違いをHRFMAP上で確認することを目的とする計測試験を実施する．試験では
10mwtにより対象者のHRFを計測し，協力者はVFなしでHRF低減に努める．維持期の下肢機能障
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害者を対象とし，車椅子群8名，補助具群7名を協力者とする．計測試験の結果，補助具群の結果
に対応する点はHRFMAPの右上に集中しているのに対し，車椅子群の結果に対応する点は
HRFMAP全体に分散していることが確認できた．自立歩行機能改善には左右共にHRF低減が要求
されることから，全協力者の結果に対し，左右でHRFが大きい方のみを再プロットする処理を行
った．再プロットされたHRFMAPに対し，標準化平均値差d値及び対応のないt検定のp値を求めた
結果，FrH，FrL共に両群では平均値差が大きく有意差傾向にあることを検証することができた．し
たがって，車椅子群と補助具群の違いをHRFMAPにより捉えることができると考えられる．そこ
で，HRFMAPにおける両群の分布の違いを可視化するため，分散・相関係数の違いを考慮できる
マハラノビス距離に基づく判別分析を適用した．HRFMAP上の全ての点に対し，両群からのマハラ
ノビス距離を算出し，距離の比率に応じて段階的にグレースケールを調整し塗り分けを行った．
適用の結果，HRFMAPにおける両群の分布の傾向を可視化することができ，上肢に頼らない自立
歩行機能獲得に対する質的な評価手法を実現することができた．さらに，HRFMAPにおける量的
な評価指標として，マハラノビス距離に基づくIndependent Walking Scale（IWS）を新たに開発し
た．当該結果により，対象者の進捗状況把握・HRF低減に対する明確な目標設定を可能とし，定
量的結果に基づく適切な診断・対象者のモチベーション向上に寄与できると考えられるHRFMAP
及びIWSを新たな評価手法として開発することができた． 
歩行トレーニングにおいて，HRF低減に対する運動学習を促進するには，外在フィードバックに
よりHRFを定量的に認識する必要がある．運動学習のため対象者が認識すべき情報として，
Knowledge of Performance（KP），Knowledge of Result（KR）が一般的に活用されている．KPとは
動作自体に関する情報であり，HRFがrH・rLのどちらの状態であるか，どの程度であるかを示し
対象者の体性感覚と結びつける役割を担う．KRはHRFが目標を達成できたかどうかに関する情報
であり，中枢神経系 Central Nervous System（CNS）にあるフィードバック制御器で歩行動作に対
する修正運動を行う上で必須となる誤差に関する情報を対象者に与える．KPは左右のHRF値をリ
アルタイムに提示することでフィードバック可能である．KRに関しては，対象動作が歩行という
連続動作であるため，動作開始からのHRF推移を値に反映できることが指標に求められる．そこ
で，当該要求を満たすHRFに対する低減指標を新たに提案し，これと目標値を同時に提示するこ
とで対象者にKRをフィードバックする．これらの知見に基づき，KP及びKRを視覚的に提示する
VFを開発した．当該VFにより，対象者とシステムの間で運動中枢系を含むフィードバックループ
が形成され，CNSの内部モデルが構築され，HRF低減に対する運動学習が促進されると考えられ
る． 
4．下肢機能障害者による実証試験 
第4章では，HRF低減支援システムによるVFが下肢機能障害者のHRF低減に対し効果を有するこ
とを検証し，HRFMAP及びIWSの観点から本システムの支援効果に対する評価について述べる． 
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実証試験の研究デザインとして，VF介入のHRF低減に対する効果を介入前後のHRFを比較する
ことにより検証する前後比較法をとる．前後比較により効果の有無は検証できるが，交絡因子の
影響を考慮する必要がある．HRF低減に対する交絡因子として，症状の自然治癒，歩行動作自体
に対する慣れが存在すると想定される．これらを考慮し，協力者に対する組込基準として，a：下
肢機能障害を有すること，b：VFによる提示画面を理解できること，c：維持期であること，d：定
期的に歩行トレーニングを受けていること，を設定する．維持期では機能回復は停滞することが
知られているが，HRFに関する先行研究は存在せず，維持期におけるHRFの変動がどの程度である
か明らかにされていない．そこで，効果検証のための介入群とは別に対照群を設ける．協力者に
関して，介入群が5名，対照群が6名であり，全員が組込基準を満たす．事前の歩行練習に基づき，
介入群の2名に対し質量10[kg]に相当する定トルク免荷を適用する．試験方法に関して，10mwtを
用いてHRFを計測し，協力者はHRF低減に努める．試験はTest1(1day), Test2(3days), Test3(1day)で構
成され，全体の試験期間は30~40[days]で実施する．全Testにおいて，10mwtを10回実施する．
Test1,3はVFなし，Test2はVFありとし，介入群に対してTest1,2,3，対照群に対してTest1,3を実施す
る．本システムのHRF低減に対する効果検証のため，HRFに対する時間平均Fave，HRFMAP及び
IWSを用いる． 
介入群・対照群に対するTest1の結果，2群間でFaveがほぼ同程度であった．また，Test1の10mwt
の結果に対し，Faveの初回結果から最終回結果を差し引いた値に関して，2群間でほぼ同程度であ
った．有意水準5%とする対応のないt検定の結果，両結果について2群間に有意差がないことが確
認された．さらに，10mwt実施回数とFaveの相関係数を求めたところ，両群で明らかな差がないこ
とが確認された．以上の結果より，介入群及び対照群のベースラインは同程度であり，また，両
群共にVFなしの状態では10mwtを繰り返し実施することがHRF低減に及ぼす影響が少なく定常で
あり，両群のHRF低減能力が同程度であることを検証することができた． 
対照群に対するTest1とTest3の結果に関して，前後でFaveがほぼ同程度であった．また，有意水準
5%とする対応のあるt検定p値及び標準化平均値差d値を求めた結果，有意差がなくd値も小さいこ
とが確認された．当該結果より，VFなしの対照群では時間経過がHRF低減に及ぼす影響は少な
く，したがって，維持期の下肢機能障害者のHRFは定常であることを検証することができた． 
介入群に対するTest1とTest2の結果，介入時ではFaveが低減されたことが確認できた．有意水準
5%とする対応のあるt検定p値及び効果量d値を求めた結果，Test2(3days)における全試験日の結果に
関して，介入前と比較して介入時のFaveは有意に低減されており，効果量も大きいことが確認され
た．これらの結果より，運動学習のためのCNSの内部モデル構築に必須な因子であるVFによる介
入時効果を当該VFが有することを検証することができた． 
介入群に対するTest1とTest3の結果，介入後においても全協力者のFaveが介入前と比較して低減さ
れたことが確認できた．有意水準5%とする対応のあるt検定p値及び効果量d値を求めた結果，介入
前と比較して介入後のFaveは有意に低減されおり，効果量も大きいことが確認された．さらに，介
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入群及び対照群のTest1とTest3の差分を比較した結果，対照群と比較して介入群がFaveを有意に低減
できていたことが確認された．これらの結果より，当該VFによる介入時効果がTest3においても消
滅することなく継続し，介入後効果が得られることを検証することができた．以上の結果より，
本システムによるVFが下肢機能障害者のHRF低減に対し効果を有することを検証できた． 
当該VF介入によるHRFの変化を時系列グラフで評価した結果，介入群の全協力者の結果につい
て，rH・rL両状態においてHRFの低減を確認できた．介入群及び対照群のTest1,3の結果を
HRFMAPのベクトルとして表記した結果，対照群ではベクトルの向きに規則性がないのに対し，
介入群では全ベクトルの向きが右肩上がりで原点に近づいていることが確認できた．さらに，判
別分析を適用しグレースケールで塗り分けを行ったHRFMAP上でベクトルを評価した結果，介入
群のベクトルは車椅子群から補助具群へ，補助具群から自立歩行（原点）へ近づいていることが
確認できた．また，IWSによる評価の結果，介入群の各協力者のHRF低減の傾向をrH・rL状態の観
点から定量的に捉えることができた．以上の結果より，HRF低減支援システムによるVFが下肢機
能障害者のHRF低減に対し効果を有することを検証することができた． 
5．HRF低減のための物理的支援手法 
第5章では，本システムによるHRF低減に対する効果増幅のための物理的支援手法の開発，及び
手法の実現可能性の検証について述べる． 
第4章で先述した維持期の方を対象とする実証試験の結果，当該VFにより介入時試験1日目にお
いて全協力者のHRFが即時的に低減され，試験2，3日目ではHRF低減に対する効果が停滞する傾
向にあることが確認された．本結果を受け，本研究ではさらに，HRF低減効果増幅のための新た
な支援手法の開発を行う．VFを用いた歩行トレーニングにおいて，自立歩行機能を阻害すること
のない物理的支援，上肢に依存しないと不安と感じる心理的要因の除去，体性感覚フィードバッ
クが実現できれば，対象者とシステムの間のフィードバックループを増強することができ，HRF低
減に対する効果をさらに増幅できると考えられる．そこで，対象者のHRFに基づきシステムが免荷
量を自動調整する Handrail Reaction Force Lift（HRFLIFT）を提案する．HRFLIFTを適用すること
で，対象者が必要とするタイミングで必要量だけ免荷することが可能となり，HRFLIFTをVFと統
合することによるHRF低減効果の増幅が実現できると考えられる． 
実証試験の研究デザインとして，HRFLIFT介入のHRF低減に対する効果を介入前後でHRFを比較
することにより検証する手法をとる．協力者に対する組込基準は第4章の実証試験に則り，維持期
の下肢機能障害者3名を本試験の対象とする．試験方法に関して，10mwtを用いてHRFを計測し，
協力者はHRF低減に努める．試験はTest1(1day), Test2(1day), Test3(1day)で構成され，全体の試験期
間は20[days]程度で実施する．Test1では，当該VF有りで10mwtを10回実施する．Test2では，10mwt
の1回目はVF有りで，2~8回目まではVF及びHRF免荷有りで，9~10回目までは再びVF有りで実施す
る．Test3では，VF及びHRFLIFTなしで10mwtを4回実施する．当該システムのHRF低減に対する効
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果検証のため，HRFに対する時間平均Fave用いる． 
Test1,2の結果，全協力者のHRFがHRFLIFT介入により低減されたことが確認できた．さらに，
Test1,2,3の結果，Test2におけるHRFLIFTによる介入時効果がTest3でもある程度持続していたこと
が確認できた．したがって，HRFLIFTによるVF効果増幅の実現可能性を示すことができた． 
　 
６．考察 
本研究の特色は，下肢機能障害者に安全で自立した歩行を再獲得させるために，上肢への依存
に着目した点にある．上肢への依存具合いの評価を可能とするHRFMAP及びIWSを活用すること
によりHRF低減の推移を可視化し，自立歩行機能改善に対する質的・量的な評価手法を実現した
ことは大変有益であり，下肢機能障害を対象とする分野に大きなインパクトを与えると考えられ
る．当該研究成果により，下肢機能障害に関するビッグデータをHRFMAP上に集約し，症状毎の
傾向等を分析することで個人毎に最適な診断を行うことが可能になると期待される．本研究で
は，下肢機能障害者のHRFに対する分析結果に基づき抽出したKP・KRを視覚的にフィードバック
し，さらにHRFLIFTを適用することで，内部モデル構築及び学習の促進によるHRF低減を検証す
ることができた．当該研究成果をトレッドミルや杖等に応用することで，症状に合わせた様々な
トレーニングバリエーションを展開できると期待される．さらに，下肢機能障害者の機能改善を目
的とするCYBERDYNE社のHAL医療用（下肢タイプ）等と連携することで，歩行機能改善に対す
る効果増幅を実現できると期待される．以上の研究成果に基づき，上肢への依存低減による自立
歩行機能改善支援技術を実現できた点は非常に有意義であると考えられる． 
７．結論 
本研究では，下肢機能障害者に安全で自立した歩行を再獲得させることを目指し，上肢への依
存低減による自立歩行機能改善を新たに提案し，HRF低減支援システム，HRF評価のための
HRFMAPとIWS，HRF低減支援のためのVFの開発を行った．下肢機能障害者に対する実証試験に
より，当該システムによるVFがHRF低減に対して効果を有することを検証することができた．同
時に，マハラノビス距離による判別分析を適用したHRFMAPを活用することで，当該VFの効果を
質的・量的に可視化して評価することができた．さらに，上肢への依存具合に基づき本システム
が免荷量を自動調整するHRFLIFTを新たに提案・開発し，下肢機能障害者による検証試験を通し
て，HRF低減支援効果をさらに増幅できる実現可能性を示すことができた．これらの研究成果に
基づく当該技術は，下肢機能障害者の安全で自立した歩行の再獲得に大きなインパクトを与え，
低下した自立歩行機能を高めるための新たな治療法として臨床現場への展開が期待される．
